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によれば、2019 年 4月 1日現在で、1,788 団体のうちの 703 団体（39.4％）が副業を認める際の基準
を設けていることが明らかとなった（表１）6。 
 
表１  副業の許可基準の設定有無及び許可基準の設定主体 
（単位：件） 
 許可基準の設定有無 許可基準の設定主体 
あり なし 人事委員会 任命権者 
都道府県 40 7 34 8 
指定都市 17 3 12 6 
市区町村 646 1,075 2 642 





鑑みれば、まだ 1.52％くらいの公務員しか取り組んでいないのが実態である（単純に 1 人 1 件の兼













表２  副業の許可数 
（単位：件） 

































される。しかし、 大は、地方公務員法第 38 条が定める営利企業等の従事制限の存在であろう。と
いうのもこの条文を素直に読めば、「職員は、任命権者の許可を受けなければ、（中略）報酬を得てい
かなる事業若しくは事務にも従事してはならない」と明確に副業を禁止しているからである。とはい





































































































や対自治体、すなわち G to G（Government to Government）の業務が多い。しかし、鳥取県は人口が
























本震災から半年の時点で 19,500 施設、1 回でもデータの編集に携わった方は約 300 人おり、全国の




































































 福知山市には、現在医療職を含む 1,418 人（2019 年 4 月 1 日現在）の職員が所属している12。人
口比で見れば 1.8％とそこまで高くないが、例えば総務省（2019c）の「類似団体別職員の状況（平成
30 年 4 月 1 日現在）」により同規模の人口を持つ類似自治体13と比した場合、職員数はやや多い。一
方、財政面では例えば経常収支比率が 2019 年度の 96.5％となっており、決して余裕があるわけでは
ない14。したがって、2016 年からは全事業の棚卸しが行われるなど、不断の行政改革に取り組んでい
る15。それだけに市としては、地方自治法第 2 条第 14 項16が規定する「 小の経費で 大の効果」を
いかに達成するのかが問われることになる。そして、その際 も重要なポイントの１つが職員採用と
研修を含む人材育成となることは論をまたないだろう。 
































る SPI3 試験か教養試験のどちらかを選択できるようした。その結果、改革を始めた 2011 年から右肩





図 2 福知山市の応募者・採用者の推移（2019） 
(出所)福知山市ホームページ(https://www.city.fukuchiyama.lg.jp/site/syokuinsaiyou/) 














育成に繋がっているという20。なお、職員課は、現在正規職員 9人、臨時職員 2人の 11人で構成され
ている。内訳は、課長１人の下に人事全般や給与・服務、採用・退職を担当する「人事給与係」と福
利厚生、研修及び能力開発、職員の保健及び安全衛生を担当する「厚生研修係」が置かれ、それぞれ
係長 1 人、正規職員 3 人、臨時職員 1 人の 5 名ずつが配置されている。前述した全員面接について
も、職員課の正規職員 9人で担当している。 
3.3 福知山市とパラレルキャリア（複業） 

























市がパラレルキャリア（複業）を推進するに至った背景は大きく 3 点ある。1 点目は 2018 年 4 月
1 日から施行されている自治基本条例の存在である。この第 10 条第 2 項に「職員は、自ら地域社会
の一員であることを認識し、市民と連携してまちづくりに努めるもの」とある。自治基本条例は言う
までもなく、市にとっては 上位に位置する条例であり、ここでの言及をまさに具現化したのかパラ






業）が導き出されたという訳である。ともあれ、この 3 つの存在が全て重なり、2018 年から福知山
市のパラレルキャリア（複業）制度がスタートした。その意味で 2018 年という年は「福知山市の副
業（複業）元年」と言っても良いだろう。 
 それでは、制度創設から約 1 年半が経過し、パラレルキャリア（複業）の実態はどうなっているの
であろうか。職員課によれば、2018 年度については、総職員 1,418 人のうち 317 人がパラレルキャ






































































































員による審査）を経て、受賞者を決定している。例えば 2016 年のアワードでは、エントリーが 39件












あるいは本質的な意味での PR（Public Relations）構築に一役果たし得ると考える。 
 
4.4 小括  
本論で取り上げた「自治体における副業・プロボノ活用による人材育成」は、まだ一部の自治体あ
るいは一部の自治体職員によるささやかな取組みであり、新たな人材育成の序章（プレリュード）に
過ぎない。しかし、1 自治体に 10 人でもこうした副業・プロボノ職員が出現するだけで、日本全国
1,788 ある自治体で 17,880 人の副業・プロボノ人材あるいは事例が誕生する。これだけでも現行の 4
倍強の数字である。マネジメントの大家である P・F・ドラッカーは、モチベーションを左右する要素





























 杉岡秀紀，地域力再生とプロボノ，京都政策研究センターブックレット vol3，公人の友社（2015a） 
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 地域に飛び出す公務員を応援する首長連合, ホームページ（https://tobidasu-rengo.com/wp/）（2020 年１月
30 日閲覧）(2019) 
 中小企業庁，兼業・副業に係る取組み実態調査報告書（2018） 
 福知山市，広報カード 2018 年 5 月 16 日付（2018） 















5 2010 年がプロボノ元年と言われる。 
6 703 団体のうち約半数にあたる 353 団体は対外的にもその基準を公表している。 
7 制度が始まった 2017 年 4 月当初は神戸市内に限定されていたが、2018 年 3 月より地域要件が緩和された。 




11 2019 年 9 月 4 日にヒアリング調査（電子メール等）を実施した。 
12 組織数は市長部局で 6 部 5 室 26 課 3 支所 97 係である。 
13 例えば埼玉県和光市（81,274 人）、茨城県石岡市（76,062 人）、茨城県笠間市（76,969 人）、埼玉県本庄市
（78,707 人）、千葉県香取市（77,838 人）、愛媛県宇和島市（77,329 人）などと比べて一般行政職員数が多い。 
14 経常収支比率は財政が硬直化を示す基準値であり、90％を超えると硬直化していると判断される。 
15 筆者も行政改革推進委員の一人として 3 年間かけて全事業の棚卸しに携わった。 









19 1WEEK インターンシップ（5 種類。各回 10 人定員。応募者多数の場合は抽選）と１DAY インターンシップ（４
種類。各回 20 人定員。応募者多数の場合は抽選）の 2 コース用意されている。 
20 2019 年 12 月 25 日に実施した職員課へのヒアリング調査より。 
21 2019 年 8 月 2 日に実施した職員課へのヒアリング調査（電子媒体）より。 
22 2019 年 9 月 4 日にインタビュー調査を実施。詳細は杉岡秀紀（2019）を参照のこと。 
23 審査基準は、①成果・効果、②チャレンジ性、③協働性、④持続性の 4 項目。 
 
 
福知山公立大学研究紀要(2020)
- 166 -
